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１．はじめに 

 スリランカは、スマトラ沖大地震に起因するインド

洋大津波で未曽有の被害を受けた。スリランカ政府は、

災害からの復興に継続的な努力を行っており、コロン

ボからゴールに向かう南西部の道路沿いを見る限り

では、津波被害からの回復は著しい。このような復興

に対する努力に加え、スリランカ政府は、次の災害に

備え、防災関連法制度の整備や防災機関の設立等を進

めるとともに、国家防災計画などの立案、防災関連機

関の能力強化などの準備を始めている。 

 本報告では、津波災害後のスリランカにおける国家

レベルの防災体制の変化に焦点をあてて考察を行い、

今後のスリランカに対する同分野の支援について言

及する。 

２．災害対策法の整備および防災機関の設立 

災害対策法の整備：スリランカは、2005 年 5 月に災

害対策法（Sri Lanka Disaster Management Act, No.13 of 

2005）を国会で可決し制定した。災害対策法の制定は

インド洋大津波を直接の契機としたものではなく、

2003 年の洪水・地滑りなどそれまでの災害経験を踏

まえて、UNDP の協力の下で準備が進んでいたもので

あるが、津波災害が早期の制定を促したことは間違い

ない。災害対策法では、防災機関は、自然災害だけで

なく人的災害も扱う事になっている。 

防災機関の設立：災害対策法には、防災に関連する機

関が集まり、大統領が議長をつとめ、スリランカの防

災全体の意思決定を行う NCDM（National Council for 

Disaster Management：図１）の設置と防災施策の実施

機関である DMC（Disaster Management Centre：図２）

の設立が規定されている。DMC は、設立当初は大統

領直轄の組織となっていたが、2006 年 3 月時点では

2005 年 11 月の大統領選挙による政府の組織改編によ

り、防災・人権省（Ministry of Disaster Management and 

Human Rights）の一部局となっている（図３、図４）。 

その他の防災関連機関の動き：防災に関係する機関の

動きとして特筆されるのは、気象局（Department of 

Meteorology）が科学技術省（Ministry of Science and 

Technology）の管轄下から防災・人権省の管轄になっ

たことである。これにより気象観測、それを基にした

予警報の発出、地方政府への伝達までの一貫体制が整

ったところである。これに対し、防災施策を実施して

いく上で気になることは、災害救援省（Ministry of 

Disaster Relief Services）の設立である。災害救援省に

は、以前から特に地域レベルでの防災活動を実施して
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    図１ NCDM の構成   出典：DMC 資料
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    図２ DMC 組織図   出典：DMC 資料 
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図３ 防災・人権省組織 
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おり、スリランカで唯一の防災機関であった NDMC

（National Disaster Management Centre）が移管されて

いる。災害救援省および NDMC の位置づけはあまり

明確でなく、活発な活動を行っていないものの、災害

救援部分の責任分担等の問題発生が懸念される。 

３．防災関連計画の策定 

防災ロードマップ：国家レベルでの防災関連計画策定

の第１弾として、防災ロードマップ（Toward a Safer Sri 

Lanka, Road Map for Disaster Risk Management）が 2005

年 12 月に発表された。防災ロードマップは、オフィ

シャルステータスを持たないが、今後 10 年程度の防

災関連プロジェクトを列挙し優先順位および実施機

関・協力機関を示したことの意義は大きい。 

国家防災計画：UNDP の支援により６月末の完成を目

途作業が進められている。関連機関を含めたコンサル

テーションプロセスを踏むとのことであるが、防災ロ

ードマップの策定プロセスに比べ、関連する機関の関

与が少ない印象を受ける。 

国家緊急対応計画：UNDP に支援要請をしており、

2006 年上半期での策定を目指している。 

災害常襲地域開発・建築基準：法的な拘束力のない各

機関が定めたガイドラインを取りまとめ法制化しよ

うとする取り組みが DMC を中心に始まっている。 

４．防災施策を推進する上での課題 

 スリランカは中央省庁の数が多く、中央省庁の名称

や組織は大統領が替わるたびに変わることも多い。政

権交替のたびに組織の改編が行われ、防災を所管する

組織の位置づけが変わることは、政策の一貫性・継続

性の維持に課題が残る。 

 また、DMC が今後の防災施策の中心となるが、

DMC の体制（人材、機器類、予算など）は脆弱であ

り、防災施策を DMC が中心となって推進する上で課

題が多い。さらに、現時点では、防災・人権省に復興

を担当する部署が置かれておらず、復興を見据えた緊

急対応の実施が難しいと言った課題も存在する。津波

からの復興については、RADA（Reconstruction and 

Development Agency）が担当しているが、RADA は津

波と紛争以外の復興業務を担当しておらず、津波から

の復興を行う過程で得られた数多くの経験と知見が、

防災機関内に蓄積されず、他の災害からの復興に適用

できないという危惧がある。 

 前述のように、防災ロードマップの策定では

UNDP や ADPC の支援を仰いだもののスリランカ

（DMC）主体で策定されたが、最も重要な計画であ

る「国家防災計画」や「緊急対応計画」の立案では外

部の資源に依存している状況にあり、DMC が計画立

案プロセスをリードできるかも課題であろう。 
５．おわりに～よりよい防災分野への支援に向けて 

 このように、スリランカ政府は防災分野への努力を

続けている。その努力に対し、人材や組織強化の支援

を行い、防災施策の効率的な実施に寄与することが防

災先進国としての日本の役割である。しかし一方で、

津波災害から１年を経て、DMC 等の防災関連機関は、

目に見える形で具体の防災施策を実行に移すことが

急務となっており、支援側の考えと支援を受ける側の

ニーズには違いの見られることも事実である。よりよ

い形で支援を行うためには、本調査で明らかになった

ような、支援をする側と受ける側のギャップを認識し、

それを良い形で埋めていく努力が必要となり、そのた

めの調査・研究を推進することが今後の課題である。 
《謝辞》本報告は、筆者が参画した JICA「スリランカ防災行

政強化プログラムプロジェクト形成調査」の結果の一部を

JICA の了解を得て要約し考察を加えたものである。発表を快
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図４ 国家防災組織の位置づけの変遷 
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